
（情報開示） 

 

１．事業概要（令和７年４月１日現在） 

１ 団体名 備南水道企業団 

６ 組織概要 

 企業長  （倉敷市長） 

 

 参 与  （早島町長） 

 

 事務局               事務課     事務係  

事務局長 

（倉敷市水道事業管理者）    工務課     工務係  

事務局次長                       浄水係  

２ 事業名 
水道事業（用水供

給事業） 

３ 管理者 企業長 伊東香織 

４ 所在地 
岡山県倉敷市西中

新田６４０ 

５ 職員数 １３名 

 

２．業務予定量（令和７年度予算） 

 業務項目 予定量 備考（左記の内訳） 

１ 年間総配水量 ２５，７３５，０００㎥ 倉敷市 ２４，２００，０００㎥、 早島町 １，５３５，０００㎥ 

２ １日平均配水量 ７０，５０７㎥ 倉敷市     ６６，３０１㎥、 早島町     ４，２０６㎥ 

 

３．財務状況（令和６年度決算） ※ 【用語解説】参照 （注）営業収益＋営業外収益＋特別利益 

貸
借
対
照
表 

項目 金額（千円） 

損
益
計
算
書 

項目 金額（千円） 

総資産 ６，７４５，４５９ 総収入（注） ７３０，９４８ 

負債 ３，４４８，７５０ 経常損益 ２６，４６９ 

資本 ３，２９６，７０９ 当期損益 ２６，４６９ 

累積欠損金 ０ 当年度未処分利益剰余金 ２０８，１３６ 

 

４．一般会計等の関与 ※ 【用語解説】 参照 

内訳 金額（千円） 備考（算出方法等） 

１ 出資金 ０  

２ 補助金 ０  

３ 負担金 ０  

４ 繰出金 １，４８８ ・児童手当に要する経費 

 うち基準内繰出 １，４８８  

うち基準外繰出 ０  

５ 貸付金 ０  

６ 機会費用 ０  

 

 

 

 

 



 

５．企業債等残高（令和６年度決算） 

 区分 金額（千円） 備考（左記の内訳） 

１ 企業債 

（うち公的資金） 

３，２１３，９８８ 

（３，２１３，９８８） 

財政融資資金 ２，８５１，６２４千円 

機構資金      ３６２，３６４千円 

２ 借入金 ０  

３ その他金銭債務 ０  

 

６．職員定員の状況（令和７年４月１日現在）     ７．職員給与の状況（令和７年度予算） 

 項目 人数等  項目 金額（千円） 

１ 職員定数 ２０名 １ 職員給与費 １４４，７００ 

２ 職員数 １３名 ２ 職員平均給料月額 ３４８ 

   ３ 職員手当 ５２，９９８ 

   ４ 特別職報酬等 １５，９７３ 

 

８．公共料金等の状況 

 項目 金額 

２ 

料金算定方法 

単一従量水量制 

配水量 × ４２円 × １．１ 

      （１㎥当たり供給単価） 

１ 現行料金 

１㎥当たり（税込） 

供給単価４６円２０銭 

 

３ 料金の推移 

料金 適用期間（地方公営企業法適用以降） 備考 

７円００銭 S４２．４．１～S４５．３．３１  

８円００銭 S４５．４．１～S４９．３．３１  

８円５０銭 S４９．４．１～S５１．３．３１  

１２円５０銭 S５１．４．１～S５５．３．３１  

１７円００銭 S５５．４．１～S６２．３．３１  

２１円００銭 S６２．４．１～H元． ４．３０  

２１円６３銭 H元． ５．１～H７． ７．３１ 消費税適用 ３％ 

２８円８４銭 H７． ８．１～H９． ３．３１  

２９円４０銭 H９． ４．１～H２６．３．３１ 消費税３％→５％ 

３０円２４銭 H２６．４．１～R 元．９．３０ 消費税５％→８％ 

３０円８０銭 R元．１０．１～R７．３．３１ 消費税８％→10％ 

  ４６円２０銭 R７．４．１～     現在  



９．事業評価等の実施状況 

１ 評価結果 

未実施 

２ 評価結果の事業運営への反映状況 

未実施 

 

１０．民間的経営手法の導入状況 

 令和６年度までの実績 

ＰＦＩ事業の活用 未導入 

資産の有効活用方策 未導入 

民間委託の導入 浄水場運転管理業務、配水管の漏水防止調査、配水池の点検・保守、

浄水施設の点検保守、水質試験検査業務 

事業譲渡 未導入 

指定管理者制度の導入 未導入 

 

１１．その他経営基盤強化への取組状況 

R７年４月給水分から料金改定を実施した（税抜２８円/m3→４２円/m3） 

 

１２．経費節減等の取組状況 

１ 取水・送水施設改良に伴う電力消費量の削減  

昭和５３年から配水方式を「ポンプによる直圧配水方式」から「高台にある第１配水池へポンプアップを行い、

各配水池への自然流下方式」に変更した。平成１９年度には送水ポンプにインバータ制御を導入した。これらの

取組により、契約電力を６８０kw 削減し、電気料金及び二酸化炭素排出量を削減した。現在、太陽光発電の導

入を検討中である。 

２ 職員数の抑制 

平成２０年８月から酒津浄水場の運転管理を民間委託とし、その後、平成２６年４月に点検及び維持管理業

務を追加した。平成３１年４月からは、運転監視について、対象時間を平日昼間以外から全日とし、約 2,200 時

間削減した。これらにより、浄水係の職員を工務係に配置転換することが可能になり、職員数を抑制している。 

 

１３．福利厚生 

 （１）共済組合 岡山県市町村職員共済組合に加入 

 （２）職員互助会 備南水道企業団親交会 

給付事業 結婚祝金、出産祝金、弔慰金等各種給付制度 

 

１４．その他特記事項 

特になし 

【用語解説】 

・累積欠損金 ： 各事業年度の営業活動の結果生じた欠損金が、多年度にわたって累積したもの。貸借対照

表上の利益剰余金のマイナスとして表示される。 



・出 資 金 ： 地方公営企業法第１８条に基づき、地方公共団体の一般会計又は他の特別会計から公営企

業の特別会計に出資されたもので、公営企業の自己資本金となる。 

・補 助 金 ： 一定の事業等について公営企業を含む特別の利益関係を有する者が、その受益に応じて負

担する金銭的給付、又は財政政策上その経費の負担割合が定められている際に負担する金銭

的給付。 

・繰 出 金 ： 地方公営企業法第１７条の２、第１７条の３に基づき一般会計又は他の特別会計から公営企

業の特別会計へ繰り出した金銭的給付。なお、「基準内繰出」とは総務省が毎年度発出する「地

方公営企業繰出金について」（自治財政局長通知）に基づく一般会計等から繰り出された額を示

し、「基準外繰出」とは当該通知に基づかないで一般会計等から繰り出された額をいう。 

・貸 付 金 ： 地方公営企業法第１８条の２に基づき、一般会計又は特別会計から公営企業の特別会計へ

貸し付けた長期貸付金。 

・機 会 費 用 ： 一般会計が有する土地等の資産を、公営企業に無償又は低廉な賃借料でその事業の用に

使わせた場合に、仮に当該資産を民間に貸し付けた場合に得られるだろうと考えられる賃借料

との差額。 


